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研究成果の概要（和文）：本研究では、2005年に施行された次世代育成支援対策推進法（次世代法）の政策効果
を計測するとともに、出産後の女性労働者は離職することが多いことが知られているが、本研究の一環として離
職者の再就職を支援する離職者訓練の効果に関する分析も行った。前者に関しては、次世代法の施行によって子
どもがいる労働者の就業継続を支援する制度の利用が促進され、さらに働く母親の就業状況にもプラスの効果が
あったことが明らかにされた。また、後者に関しては、男女ともに離職者訓練の受講は就業確率を統計的に有意
に高めるが、所得と正社員雇用確率に関する分析結果も含めて包括的に眺めると、男性よりも女性への効果が大
きいことが示された。

研究成果の概要（英文）：This study examines the policy effects of the Law for Measures to Support 
the Development of the Next Generation ("Jisedai-hou"), which went into effect in 2005, and also 
analyses the effects of public training for displaced workers, which helps displaced workers reenter
 the labor market, as part of this study, as it is known that female workers often leave their jobs 
after childbirth.
The first analysis shows that the enforcement of the Act promoted the use of HR systems to support 
the continued employment of workers with children and positively affected the employment status of 
working mothers. Regarding the second analysis, the comprehensive analysis results, including 
employment, income, and the probability of full-time employment, show that it has significant 
positive effects, and the effect on women is more significant than that on men.

研究分野：労働経済学

キーワード： 女性労働　働く母親　男女の経済格差　公共職業訓練　訓練効果
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研究成果の学術的意義や社会的意義
子どものいる労働者の経済厚生の改善につながる手段を明らかにすることは、国際的にみても政策的・学術的関
心が高い。日本に関しては、育児休業の拡充や保育サービスの充実等の労働供給サイドへの政策介入の効果の検
証は行われていたが、労働需要サイドへの政策介入の効果検証は不十分であったため、これを行い、効果を明ら
かにした点に本研究の意義がある。また、公共職業訓練の効果に関する研究も、日本に関して因果識別を行った
初めての研究であり、学術雑誌に査読を経て掲載されたことからも、学術的にも社会的にも意義があると考え
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
労働市場における男女間格差は、就業、賃金、昇進等の労働市場における様々な経済的帰結に

関して世界中で観察される事象である。格差があること自体が公平性ならびに効率性の観点か

ら問題であるが、男女間格差には女性の意欲を弱め、さらに格差を拡大するように作用するフィ

ードバック効果もあるため、解決すべき社会的課題と強く認識されており、縮小に寄与する手が

かりを探る研究が諸外国でも精力的に行われている。経済学では、実験的フレームワークの研究

から新しい発見が次々となされるのと同時に、人的資本量の男女差や労働市場における差別と

いった古典的な議論から、長時間労働等の非柔軟的な働き方が賃金アップにつながりやすい労

働市場システムの課題 （Goldin [2014], Cortes and Pan [2018]  等）、そしてチャイルド・ペナル

ティの問題（child penalty, 子育てに起因する労働市場における不利益、Kleven, et. al [2018] 等）

に目が向けられ、研究は加速度的に進展しているが、なかでも近年特に注目されているのは子育

てに起因する労働市場における不利益の問題で、その解消手段の発見が求められている。日本に

関しては、育児休業の拡充や保育サービスの充実等の労働供給サイドへの政策介入の効果の検

証が主に行われてきているが（Asai [2014, LE], Asai et al. [2014, JJIE]）、労働需要サイドへの介入

効果は十分に明らかにされていないため、本研究を企画・実施した。 
 
２．研究の目的 
次世代育成支援対策推進法（次世代法）は 2005 年に施行され、301 人以上の従業員がいる企

業に対して、子どもがいる従業員の「仕事と子育ての両立」を図るための雇用環境整備のための

実施計画の策定・届出、公表・周知を義務付けた（2009 年 4 月改正で従業員数 101 人以上の企

業に適用範囲拡大）。次世代法は、チャイルド・ペナルティを解消するために企業の雇用管理に

直接介入するという政策介入の在り方であるとともに、罰則規定はなく、その代わりに法律を順

守した場合に認証（くるみんマーク）が与えられるという“褒賞”が与えられる設計となっている。

つまり、“ムチ”ではなく“アメ”で経済主体のインセンティブを変えるという政策デザインになっ

ている。 

本研究の主たる目的は、次世代法を取り上げ、このようなタイプの法律が子育てに起因する労

働市場における不利益を軽減する効果があるのか、すなわち子どものいる従業員の経済厚生の

改善につながるのかを検証することにある。また、出産後の女性労働者は離職することが多いこ

とが知られているが、本研究の一環として離職者の再就職を支援する離職者訓練の効果に関す

る分析も行う。 
 
３．研究の方法 
まず、次世代法の政策効果を検出するために、因果推論の基本的な手法である差の差の分析 

(DD 法)を適用した。分析には、①第一子が生まれた時期、②第一子妊娠時、第一子が一歳にな

ったとき、そして現在の働き方や勤務先情報、③育児に利用した制度や施設、④意識などに関す

る変数がある政府統計の個票データを用いた。十分なサンプルサイズを確保するためにこの政

府統計の複数年のデータをプールし、2005 年 4 月以降に第一子が生まれたサンプルを１、それ

以前に第一子が生まれたサンプルを０とする政策変更後ダミー変数を作成し、また、従業員数

300人以上の企業に勤務するサンプルを１、従業員数 299人以下の企業に勤務するサンプルを０

とするトリートメントダミー変数を用意することで、差の差の分析を適用した。実際には次世代

法は「301人以上」の企業に適用されたが、データ制約のため「300人以上」というカテゴリー



を用いることとした。 

 また、離職者訓練の効果に関する分析では、同様に分析に十分なサンプルサイズを確保するた

めに、男女別に離職者訓練の受講者を識別できる総務省統計局『就業構造基本調査』の個票デー

タを複数年プールしたデータを用いた。そして、内生性を可能な限りコントロールするために、

傾向スコアマッチング法を適用した 
 
 
４．研究成果 
次世代法の政策効果に関する研究においては、計量分析のフレームワークの検討にあたって、

政策・制度に関する文献調査を行うとともに、歴史的経緯やほかの政策との関連性を担当官庁の

当時の政策担当者に聞き取り調査を行った。そこで得られた知見を活かす形で、因果識別のため

の計量分析のフレームワークを精緻化し、計量分析を行った。 

分析の結果、次世代法施行後に出産した女性労働者に関して、出産・育児に関する人事制度で

ある産前産後休業（産休）、育児休業（育休）、短時間勤務制度の利用状況に変化があったことが

確認された。従業員数 300人以上の企業の従業員をトリートメントグループ、299人以下の企業

の従業員をコントロールグループとすると、次世代法施行以前の両グループの産休取得率は同

様の傾向となっていたが、次世代法施行後、トリートメントグループの産休取得率は統計的に有

意に上昇したことが示された。また、育児休業についても同様の結果が得られ、次世代法によっ

て女性労働者の産休・育休利用が促進されたことが明らかにされた。さらに、次世代法施行後の

女性の短時間勤務制度の取得比率が、コントロールグループよりもトリートメントグループの

方が統計的に有意に高いことも示された。つまり、産後の就業継続を助けるための制度の利用も、

次世代法施行以降高くなったと考えられる。 

このように次世代法施行によって、子どもがいる女性労働者の就業継続を支援する制度の利

用が促進されたことが示されたが、さらに働く母親の就業状況にもプラスの効果があったこと

が明らかにされた。まず、第一子が 1歳になったときの母親の就業確率が、トリートメントグル

ープの母親で統計的に有意に高くなったことが示された。さらに、正社員として働く確率も統計

的に有意に高くなったことも示された。ただし、希望する子どもの数には、次世代法施行に起因

すると思われる違いがトリートメントグループとコントロールグループの間に観察されなかっ

たことから、出生行動にまでは影響を及ぼしていないと考えられる。以上の結果を今後ディスカ

ッションペーパーとしてとりまとめ公表するとともに、国際学会等で発表しながら、国際学術雑

誌に投稿する予定である。 

次に、出産後の女性労働者は離職することが多いことが知られているが、離職者の再就職を支

援する離職者訓練の効果に関する分析も実施した。離職者訓練は、公共職業訓練の 1 つである

が、この短期的な効果を個票データを用いて、傾向スコアマッチング法で推計した。効果の指標

として、就業確率、所得、正社員雇用確率の 3つを取上げた。 

分析の結果、男女ともに、離職者訓練の受講は就業確率を統計的に有意に高めることが示され

た。しかし、その係数は女性の方が大きく、さらに、所得と正社員雇用確率に関しては、男女で

異なる結果が得られた。すなわち、女性に関しては統計的に有意な正の効果が得られたが、男性

に関しては有意な結果は得られなかった。以上の結果から、離職者訓練は男性よりも女性への効

果の方が大きいことが示唆される。この結果は、複数のロバストネスチェックによっても支持さ

れた。なお、この分析結果は、学術論文としてとりまとめ、国際学術雑誌に投稿をし、査読を経

て 2022年に掲載された。 
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